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１．はじめに 
○ 昨今，研究活動における不正行為や研究費の不正使用の事案が社会的に大きく取り上

げられる事態となっていることを背景に，文部科学省では，平成 25 年 8 月，「研究にお

ける不正行為・研究費の不正使用に関するタスクフォース」（平成 25 年 8 月 2 日文部科

学省決定、以下「ＴＦ」という。）を設置し，今後の対応策について集中的に検討を行

い，9 月に中間取りまとめを公表したところである。 

今後，同省には，この中間取りまとめで打ち出した方向性について，現場の実情を踏

まえつつ詳細な検討を行い，順次実行に移していくことが求められている。 

 

○ 研究活動は，先人達の業績等を土台として,個々の研究者が自由な発想と知的好奇心・

探究心に基づき，真実の探究や新たな知見の創造を積み重ね,知の体系を構築していく行

為であり，人類の幸福，経済社会の発展を支えるものである。 

一方，研究活動における不正行為は，研究活動の本質・趣旨を,研究者自らが歪める行

為であり,また,人々の科学への信頼を揺るがし,科学の発展を妨げ,冒涜
ぼうとく

するものである

ことから,絶対に許されない。研究者は，自らの研究活動が貴重な国費により様々な局面

で支えられていることを改めて十分に自覚し，公正な研究活動を進めることが必要であ

る。 

 

○ このような認識の下,文部科学省では，同省及び所管の独立行政法人である資金配分機

関，そして，大学等の研究機関が競争的資金に係る研究活動における不正行為に適切に

対応するための指針を示すため，平成 18 年度に「研究活動の不正行為への対応のガイド

ラインについて―研究活動の不正行為に関する特別委員会報告書―」（平成 18 年 8 月 8

日科学技術・学術審議会 研究活動の不正行為に関する特別委員会，以下「ガイドライン」

という。）を策定し，関係機関に対して，ガイドラインに基づく厳格な対応を求めてき

たところであるが，依然として不正事案が後を絶たない状況である。 

 

○ 多くの研究機関では，ガイドラインに基づく規程や体制の整備を図り，不正行為が発

覚した場合には適切に対応していることが確認されているが，不正行為の防止に当たっ

ては個々の研究者の自己規律と責任に委ねている側面が強く，今後は，各研究機関が責

任を持って不正行為の防止に関わるよう,組織としての管理責任の明確化や不正行為の

事前防止を図るための取組の推進を促すとともに,研究機関に対して国が適切な支援を

講じることが求められる。 

 

○ また，大学等において，学生を対象とした研究倫理向上のための取組の実施が不十分

との指摘*1もある中で，グローバル化の進展や産学官連携の深化，大学院における社会

人学生の受入れの推進などを背景として，大学等の研究機関で研究活動を行う大学院生

や研究者，研究支援人材の経歴や年齢は多様化してきている。このことも踏まえ，各研

究機関においては，学生や研究者等に対して，国内外で通用する研究倫理を醸成するこ

                                                                                                                                                                  
*1 文部科学省が平成 25 年 1 月に実施した，「研究活動における不正行為に関する大学等の研究機関の取組状況について」（調査）（調査期間：平成 25 年 1 月 11 日～28 日，調

査対象機関：大学，短期大学，高等専門学校，文部科学省所管の独立行政法人，大学共同利用機関法人，国立教育政策研究所及び科学技術政策研究所 計 1,236 機関，回収率 89

％）において，研究者倫理の向上のための取組を実施していない研究機関が約 8 割にのぼる。 
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とが重要である。 

○ 本協力者会議は，各研究機関が組織を挙げて，研究活動における不正行為に対応し，

特にその事前防止に努め，公正な研究活動を推進することが，我が国の研究活動の質の

担保や科学に対する信頼の向上にも資するという認識に立ち，ガイドラインの見直し・

運用改善の在り方や，研究倫理教育の強化を図る上での方策を中心に，4 回にわたって

検討を行った。 

 

○ 検討に当たっては，我が国の研究現場の実情や研究活動における不正行為への対応状

況及びその課題，さらには，諸外国の対応状況等も概観するとともに，日本学術会議と

も連携し，同会議が平成 25 年 12 月に公表した「提言 研究活動における不正の防止策

と事後措置－科学の健全性向上のために－」（平成 25 年 12 月 26 日 日本学術会議 科

学研究における健全性の向上に関する検討委員会 公表）の内容も踏まえたところであ

る。 

 

○ このたび，検討結果がまとまったので，報告する。 
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２．ガイドラインの見直し・運用改善について 

（１）基本的な考え方 

○ 現行のガイドラインは，研究活動や研究成果の発表の本質，研究活動における不正行

為が起こる背景や当該行為に対する対応の基本姿勢等について示した「第 1部 研究活

動の不正行為に関する基本的考え方」，文部科学省及び同省所管の独立行政法人である

資金配分機関や大学等の研究機関*2が競争的資金に係る研究活動における不正行為に適

切に対応するために整備すべき事項等について指針を示した「第 2 部 競争的資金に係

る研究活動における不正行為対応ガイドライン」の二部構成となっている。 

この中では，研究活動における不正行為は科学そのものに対する背信行為であり，絶

対に許されないものであるとの認識に立ち，まずは，研究者自らの規律や大学等の研究

機関，さらには研究者コミュニティの自律に基づく自浄作用によって対応すべきものと

されている。 

 

○ 一方，ＴＦの中間取りまとめは，従来，不正行為の防止に係る対応が個々の研究者の

自己規律と責任に委ねられている側面が強かったことを踏まえ，研究者自身や各研究機

関，研究者コミュニティの自律を基本としながらも，各研究機関が責任を持って不正行

為の防止に関わることにより，対応の充実を図ることを求めている。したがって，特に，

研究機関に対して，組織としての責任体制の確立による管理責任の明確化や不正を事前

に防止する取組の推進を促すとともに，それを実施する研究機関に対して，国による適

切な支援を行うことを求める内容となっている。 

 

○ したがって，今般，ガイドラインを見直し，その実効性を高める上では，第 1部で示

されている不正行為に関する基本的考え方を踏襲しつつも，ＴＦの中間取りまとめ，さ

らには，昨今発覚した不正事案の性質や各研究機関における不正行為への対応状況等を

踏まえ，特に各研究機関に対して必要な体制整備等を求める第 2部の内容を中心に具体

化や補完を図り，研究機関が責任を持って不正行為に対応するよう改めて周知徹底を図

ることが必要である。 

 

 

（２）不正行為の定義等について 

○ 現行のガイドラインの第 1部では，研究活動の成果として得られたデータや結果の捏

造，改ざん及び他者の論文などの研究成果等の盗用に加え，「同じ研究成果の重複発表，

論文著作者が適正に公表されない不適切なオーサーシップなどが不正行為の代表例と考

えることができる」とされている。一方，第 2部では，ガイドラインの対象とする不正

行為の定義は，発表された論文等の研究成果の中に示されたデータや調査結果等の捏造，

改ざん及び盗用とされており，故意によるものでないことが根拠をもって明らかにされ

                                                                                                                                                                  
*2 現行のガイドラインの対象となる「研究機関」は，文部科学省所管の競争的資金の配分を受けている研究活動を行っている研究者が所属する，又は当該競争的資金を受けてい

る国内に所在する大学，短期大学，高等専門学校，大学共同利用機関，国及び地方公共団体の直轄研究機関，独立行政法人，財団法人，社団法人，企業等。今後は，国内に所在

する大学，短期大学，高等専門学校，大学共同利用機関，文部科学省の直轄研究機関及び同省所管の独立行政法人等については，競争的資金の配分を受けていない場合であって

も対象とする。なお，「等」には，我が国の大学の海外キャンパス（大学設置基準等を満たしているもの）や対象となる研究機関の海外センターも含む。 
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た場合は，必ずしも不正行為に当たらないこととされている。 

 

○ 「競争的資金の適正な執行に関する指針」（平成 17 年 9 月 9 日競争的資金に関する関

係府省庁連絡申し合わせ，平成 24 年 10 月 17 日改正）では，文部科学省及び同省所管の

独立行政法人の競争的資金による研究論文・報告書等において「捏造，改ざん及び盗用」

を行ったと認定された者等について，競争的資金（他府省のものも含む）の応募制限等

の対象としており，このことから，見直し後のガイドラインにおける不正行為の定義は，

従来の定義と同様，「捏造，改ざん及び盗用」に限定することとする。 

また，ガイドラインの見直しに当たって，それぞれの定義をより明確にするとともに，

具体的な事例についても併せて示すことが望ましい。 

 

○ なお，既発表の論文又は他の学術誌に投稿中の論文と本質的に同じ論文を投稿する 

「二重投稿」については，科学への信頼を致命的に傷つける「捏造，改ざん及び盗用」

とは異なるものの，論文及び学術誌の原著性を損ない，論文の著作権の帰属に関する問

題や研究実績の不当な水増しにもつながり得る研究倫理に反する行為として，近年，多

くの学協会や学術誌の投稿規程等において禁止されている傾向にある。このような状況

を踏まえ，「二重投稿」など研究活動の公正性を確保する上で不適切な行為については，

我が国の研究者コミュニティにおいて，学協会の倫理規程や行動規範，学術誌の投稿規

程等で明確にし，研究者に対する規範意識の醸成を図るなど，厳正な対応を求めること

とする。*3 

また，このような不適切な行為については，学協会等の規程を勘案し，今後，各研究

機関の規程（研究機関が発行する学術誌の投稿規程も含む）においても必要な規定を整

備し，当該行為が発覚した場合の対応方針を示すことが望ましい。 

 

○ ガイドラインや各学協会・研究機関の規程等において不正行為であると定義されてい

る行為や，規定はされていないが研究倫理に反すると考えられる行為については，各研

究機関で実施する研究倫理教育の中で，研究者として行ってはならないこととして十分

な理解を促すことが必要である。 

 

○ また，現行のガイドラインの第 2部では，ガイドラインの対象とする研究活動におけ

る不正行為の範囲を，文部科学省及び同省所管の独立行政法人の競争的資金を活用した

研究活動の不正行為に限定しているが，今後は，これに加えて，競争的資金の配分を受

けていない，国内に所在する大学，短期大学，高等専門学校，大学共同利用機関，文部

科学省の直轄研究機関及び同省所管の独立行政法人等における研究活動の不正行為も対

象とすることが求められる。 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                  
*3 「研究者の公正な研究活動の確保に関する調査検討委員会報告書」（平成 24 年 1 月 24 日 研究者の公正な研究活動の確保に関する調査検討委員会）及び「科学者の不正行為

－捏造・偽造・盗用－」（山崎茂明，平成 14 年 3 月 25 日 丸善株式会社発行）も参考にしたものである。 
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（３）ガイドラインの見直しに当たって新たに盛り込むべき事項等 

○ 今般のガイドラインの見直しに当たって，新たに盛り込むべき事項や改めて周知を図

るべき事項は以下の通りである。 

 

（Ⅰ）組織の管理責任の明確化 

【組織としての責任体制の確立】 

（各研究機関における規程・体制の整備及び公表） 

 現行のガイドラインでは，各研究機関において，研究活動における不正行為の疑惑が生

じた時の調査手続や方法等に関する規程や適切な仕組み等を整備することが求められてい

る。 

今後は，各研究機関に対して，研究活動における不正行為に対応するための責任者を明

確化するとともに，責任者の役割や責任の範囲を定めた規程や必要な体制を整備するよう

改めて求めることとし，併せて，規程・体制整備の状況について，機関内外に公表するこ

とも課していく必要がある。また，複数の研究者を管理・指導する立場にある研究代表者

には，研究活動や研究成果を適切に確認するよう求めていくことも重要である。 

なお，各研究機関における体制整備の一環として，一定の権限を有する「研究倫理教育

責任者」を部局単位で設置し，機関を挙げて，研究者等に対する研究倫理教育を着実に行

うことも重要である。 

 

（告発窓口の設置・周知） 

 現行のガイドラインでは，研究機関及び資金配分機関に対して，研究活動の不正行為に

関する告発窓口を設置することを求めている。 

今後も，引き続き，各研究機関及び文部科学省も含めた資金配分機関では，研究者等に

対して，告発窓口の設置場所や具体的な告発方法に加えて，告発した場合に告発者の秘密

保持が図られることや告発後の具体的な手続等を明示し，改めて十分な周知を図ることが

必要である。 

なお，告発窓口については，例えば学外の法律事務所に業務委託することなどにより，

客観性や透明性を担保することも考えられる。 

 

 

【調査の迅速性・透明性・秘密保持の担保】 

（各研究機関における調査期間の目安又は上限の設定）  

現行のガイドラインでは，予備調査や本調査に要する期間について例示はされているが,

各研究機関に対して,調査に要する期間について規程等で定めることまでを求めているも

のではない。 

各研究機関が緊張感を持って遅滞なく調査を行うよう促すため，今後は,それぞれの機関

の規程において，「告発受理から予備調査開始までの期間」，「予備調査の期間」，「予

備調査後，本調査の要否決定までの期間」及び「本調査の期間」の目安又は上限を設定す

ることが望ましい。 

なお，現行のガイドラインでは，告発受理から本調査の要否決定までに概ね 30 日以内，
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本調査の実施決定後その開始までに概ね 30 日，本調査の開始から不正行為であるかどうか

の認定までに概ね 150 日以内と例示されており，告発受理から不正行為として認定し文部

科学省や資金配分機関に報告するまで概ね 210 日以内で行うものとされている。また，米

国の研究公正局（ORI；Office of Research Integrity）は，各研究機関に対し，告発受理

から本調査の要否決定までに 60 日以内，予備調査後本調査開始までに 30 日以内，本調査

開始からORIに報告書を提出するまでに120日以内という期限で対応するよう求めている。

一方、現行のガイドラインが策定された平成 18 年度以降の我が国の主な研究活動における

不正行為の事例を概観すると，予備調査の開始から不正行為としての認定までの調査期間

は概ね 1 年程度であり，中には，調査が複数の研究機関に及ぶ場合など，2 年を超えるも

のもあったところである。 

今後，新たなガイドラインでは，このような実例等も踏まえて，各研究機関が責任を持

って遅滞なく調査を行うよう促す観点から，現行のガイドラインに例示されている調査期

間も踏まえて，改めて調査期間の目安を例示することも一案である。なお，一定の期限ま

でに調査機関から報告がない場合は，文部科学省や資金配分機関から，その理由や調査の

進捗状況に関する説明を求めるとともに，速やかに調査を完了させるよう督促することも

必要である。 

 

（調査等への第三者的視点の導入） 

 現行のガイドラインでは，本調査を行う調査委員会には，当該研究分野の研究者であっ

て当該研究機関に属さない者を含めること，告発者及び被告発者と直接の利害関係を有す

る者は除外することとされている。 

今後，各研究機関における不正行為の調査に当たって，例えば，告発窓口を学外の法律

事務所に業務委託することや，調査委員会の委員に外部有識者を半数以上入れ，全ての委

員が利益相反に該当しないことを求めるなど，調査の透明性や客観性を一層確保すること

が必要である。 

 

（告発者の秘密保持の徹底） 

 現行のガイドラインは，研究機関や資金配分機関に対して，告発者，被告発者,告発内容

及び調査内容について,調査結果の公表まで，告発者及び被告発者の意に反して調査関係者

以外に漏洩しないよう，関係者の秘密保持を徹底することを求めている。 

今後も，各研究機関及び資金配分機関においては，関係者の秘密保持の徹底を図るとと

もに，特に，研究活動における不正行為を発見した者が告発をためらうことがないよう，

各研究機関において，研究者や教職員，大学院生その他研究活動に関与する全ての者に対

して，告発者の秘密が保持されることや，告発後の具体的な手続等についても，十分に周

知を行うことが必要である。 

 

 

【各研究機関に対する管理責任の追及】 

（各研究機関に対する措置の発動） 

今後,新たなガイドラインでは,各研究機関に対して，研究活動における不正行為に対応

するための規程や体制を整備するよう改めて求めるとともに，文部科学省に対しては，各

研究機関における体制整備の状況等を把握するため，定期的な調査の実施及び調査結果の

公表を求めることが必要である。 
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なお，文部科学省による調査等の結果，体制に不備があることが確認された研究機関や，

同省及び所管の独立行政法人の競争的資金の配分を受けている研究活動において不正行為

があったと認定された研究機関については,改善を求める事項やその履行期限を示した「管

理条件」を付し，履行が認められない場合は，当該研究機関に対して，間接経費の削減等

の措置を講じること等が考えられる。 

また，文部科学省及び同省所管の独立行政法人の競争的資金の配分を受けている研究活

動において不正行為の疑いのある事案が発覚したにも関わらず，正当な理由なく調査が遅

れた場合についても,当該研究者が所属する研究機関への措置の発動が考えられる。 

具体的な措置の内容については，「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）の改正案の検討状況等も

参考にすることが望ましい。 

なお,文部科学省において,調査の遅延を理由とした措置を発動するに当たっては,各研

究機関における不正行為の調査には相当の期間を要することに鑑み,事案の性質等にも配

慮の上，過度の厳罰化とならないよう慎重に判断することが求められる。 

 

 

（Ⅱ）不正を事前に防止する取組 

【研究活動における不正行為を抑止する環境整備】 

（各研究機関における一定期間の研究データの保存・公開の義務付け） 

 現行のガイドラインでは，本調査の方法として，論文や実験・観察ノート，生データ等

の各種資料の精査などが挙げられている。また，調査において被告発者が疑惑を晴らそう

とする場合，自己の責任において科学的根拠を示して説明しなければならず，本来存在す

るべき基本的な要素の不足，例えば生データや実験・観察ノート等により証拠を示せない

場合は不正行為とみなされる旨が明記されている。 

研究者にとって，研究成果の発表とは，研究活動によって得られた成果を客観的で検証

可能なデータ・資料を提示しつつ，研究者コミュニティに向かって公開し，その内容につ

いて吟味・批判を受けることである。したがって，故意による研究データの破棄や不適切

な管理による紛失は，責任ある研究行為ではなく，許されない。研究データを一定期間保

存し公開することにより，研究成果の第三者による検証可能性を確保することは，不正行

為の抑止や，研究者が万一不正行為の疑いを受けた場合にその自己防衛に資するのみなら

ず，研究成果を広く研究者コミュニティの間で共有する上でも有益である。 

このことから，今後は，各研究機関において，研究者に対して一定期間の研究データの

保存・公開を義務付ける旨の規程を設けることが必要である。なお，保存・公開するべき

研究データの具体的な内容やその期間，方法については，データの性質や研究分野の特性

等を踏まえることが適切である。 

 

（研究倫理教育の着実な実施） 

各研究機関において，所属する教員や研究者に加え，博士課程の学生など将来研究者を

目指す人材や，研究支援人材に対して，研究倫理を醸成するための実効性の高い教育を行

うことは，研究活動における不正行為を事前に防止し，公正な研究活動を推進する上で重

要である。また，海外や民間企業の研究者や留学生等も含め，共同研究や留学等のために

所属機関を離れ，他機関で研究活動を行っている研究者等についても,主として研究活動を
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行っている研究機関において研究倫理教育を受講できるよう配慮する必要がある。なお，

特に，大学等の教員については，博士課程の学生や若手研究者の研究活動の指導に当たる

機会も多いことから，例えば，ファカルティ・ディベロップメントの一環として，一定期

間ごとに研究倫理教育プログラムを受講することが求められる。 

今後，新たなガイドラインにおいては，各研究機関に対して，「研究倫理教育責任者」

の設置なども含めた必要な体制整備や，研究倫理教育プログラムの実施による受講者への

研究倫理に関する知識の定着と更新を求めることが重要である。特に，各研究機関におい

て，学生等に対して，競争的資金の配分を受けた研究活動に参加する前や学位を授与され

るまでの間に，段階を追って，研究倫理教育プログラムを必ず受講するよう求めることが

考えられる。 

また，各研究機関において実施する研究倫理教育の中では，受講生に対して，ガイドラ

インや各研究機関の規程等において研究活動における不正行為であると定義されている行

為のみならず，二重投稿や不適切なオーサーシップなど研究者として行ってはならない不

適切な行為についても，具体的な事例やこれらの行為を行った場合の措置も挙げつつ，十

分に理解を促すことが必要である。 

さらに，近年，産学官連携の深化に伴い，学生等が共同研究や技術移転活動に参画する

機会も増えてきていることから，大学の教職員や研究者のみならず，研究活動に関わる学

生等が，実際に起こり得る課題に対応できるような判断力を養うために，利益相反の考え

方や守秘義務についても知識として習得することが重要である。 

なお，各研究機関において，例えば，CITI Japan プロジェクト*4により開発・作成され

ている e-learning のプログラムやコンテンツを活用し，研究倫理教育を行うことも考えら

れる。なお，e-learning のプログラム等を活用する場合には，例えば，少人数のグループ

・ディスカッションなど双方向型の教育プログラムと組み合わせて行うなど，教育効果を

高めるための工夫を図ることも重要である。 

また，各研究機関において研究者や教職員，大学院生など研究活動に関与している者が，

自らの関わっている研究活動等の中で，不正行為や不適切な行為など研究倫理に反する行

為が疑われる事案に直面した場合に，随時相談し，適切な助言を受けることのできる体制

等を，機関内外に整備することが望ましい。 

 

 

【不正事案の公開】 

（研究活動における不正行為の疑いのある事案が発覚した場合の文部科学省への報告） 

 現行のガイドラインでは，文部科学省及び同省所管の独立行政法人の競争的資金の配分

を受けている研究活動において不正行為の疑いが生じた場合，調査機関が資金配分機関等

の求めに応じ，予備調査に係る資料等や本調査の中間報告を提出するとともに，本調査の

結果については，当該資金配分機関及び文部科学省に報告することが求められている。 

今後は，各研究機関において不正行為の疑いのある事案が発覚した場合には，調査機関

は，当該事案の性質等に鑑み，少なくとも本調査の要否が決定した段階で，全て文部科学

省に報告することが必要である。 

                                                                                                                                                                  
*4 CITI Japan プロジェクト；信州大学を含む 6 大学が共同して，米国をはじめ国際的に普及しているプログラム（CITI；Collaborative Institutional Training Initiative）を基に，国際

標準を満たし，かつ，日本の研究現場の実情に合った研究倫理に関する教育プログラム及び e-learning 教材の開発・作成を行うプロジェクト。平成 24 年度「大学間連携共同教育

推進事業」選定取組であり，平成 24～28 年度までの 5 年間支援予定。 



 - 9 -

なお，文部科学省への報告に当たっては，不正行為が行われたと考えられる原因や今後

の再発防止に向けた方策等についても併せて示すことが求められる。 

 

（不正事案の一覧化公開） 

現行のガイドラインでは，研究活動における不正行為が行われたとの認定があった場合

には，調査機関が速やかに調査結果を公表することとされており，公表内容には，少なく

とも不正行為に関与した者の氏名・所属，不正行為の内容，調査機関が公表までに行った

措置の内容，調査の方法・手順等に加え，必要に応じて調査委員の氏名・所属が含まれる。 

今後は，文部科学省においても，各研究機関において不正行為が行われたと認定された

事案について，概要及び各研究機関における対応等を一覧化して公開することが求められ

る。これにより，閲覧した者が，自らの研究機関における不正行為の抑止や不正行為が発

覚した場合の対応に活かすことも期待できる。 

なお，各研究機関において，不正行為に関する予備調査や本調査の対象となっている研

究者の氏名を公表するかどうかを判断する場合は，事案の性質や程度，不正行為に至った

原因等も踏まえ，顧問弁護士など機関内外の法律の専門家に相談するなどして慎重を期す

必要がある。 

 

 

（Ⅲ）国等による支援と監視 

（各研究機関における調査体制への支援） 

 研究活動における不正行為の疑いが生じた場合には，まず，各研究機関において調査を

行うことになる。しかしながら，当該研究機関だけでは十分な対応が困難な場合も考えら

れる。 

現行のガイドラインでは，研究機関による調査の実施が極めて困難な場合には，資金配

分機関が代わりに調査を行うことや，他の研究機関や学協会等の研究者コミュニティ等に

調査の委託や協力を求めることを認めている。 

また，平成 25 年 12 月に公表された日本学術会議の提言*5では，研究機関において十分

な調査が行われていないとみなされる場合には，研究者コミュニティに，調査に関する助

言や勧告を行う第三者機関を設置することが必要であるとされている。さらに，提言の中

では，日本学術会議が第三者機関の求めに応じて，不正行為の疑いのある研究活動の内容

やその専門分野に詳しい専門家を選定し，派遣することも提案されている。 

今後は，国においても，各研究機関において十分な調査を行える体制にない場合は適時

助言を行い，日本学術会議等と連携し，専門家の選定・派遣を行うなど，調査を適切かつ

円滑に進めるために必要な支援を検討することも考えられる。 

 

（研究倫理教育プログラムの開発への支援） 

ＴＦの中間取りまとめでは，我が国には未だ標準的な研究倫理教育に関するプログラム

やコンテンツがないことから，文部科学省がこのようなプログラムの開発に対する支援を

継続し，また，日本学術会議の取組とも連携しながら，研究倫理教育に関する標準的なプ

                                                                                                                                                                  
*5 「提言 研究活動における不正の防止策と事後措置―科学の健全性向上のために―」（平成 25 年 12 月 26 日公表 日本学術会議 科学研究における健全性の向上に関する検

討委員会） 
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ログラムや教材の作成を進めることとされている。 

今後，我が国独自の研究現場の実情や研究活動の特性等も踏まえつつ，さらに実効性の

高い研究倫理教育プログラムとするために引き続き支援を行い，内容の改善を図る必要が

ある。なお，CITI プロジェクトのプログラムやコンテンツについては，元となる米国の教

材が，当初，生命科学系の研究者や倫理学・法学等の専門家を中心に作成された経緯があ

ることから，医学等の生命科学分野の研究者を主な対象とした内容となっており，今後，

その他の研究分野の研究者にも有用な内容となるよう充実を図ることが望ましい。 

さらに，海外の研究倫理教育プログラムの運営機関とも連携し，我が国においてグロー

バル・スタンダードな研究倫理教育の確立を図ることも考えられる。 

プログラムやコンテンツの作成及び見直しに当たっては，日本学術会議とも引き続き連

携を図り，研究者コミュニティの識見も得ながら検討することが適切である。 

 

（新たなガイドラインに基づく各研究機関の履行状況調査の実施） 

 今後，新たなガイドラインでは，各研究機関に対して，研究活動の不正行為に対応する

ための規程や体制を整備し，公表するよう改めて求めるとともに，文部科学省に対しては，

各研究機関における体制整備の状況等を把握するため，毎年１回程度定期的な調査の実施

を求めることが必要である。 

なお，調査の結果，体制に不備があることが確認された研究機関に対しては，「管理条

件」を付すなどして指導・助言を行うことが求められる。 

 また，文部科学省による定期的な調査の結果を公表することにより，各研究機関に対し

て体制整備の見直しや強化を促すことが期待できる。 

 

（各研究機関に対する措置の発動）*6 

文部科学省による定期的な調査等の結果，体制不備が認められた研究機関や，同省及び

所管の独立行政法人の競争的資金の配分を受けている研究活動において不正行為があった

と認定された研究機関については，「管理条件」を付し，履行が認められない場合には，

当該研究機関に対して，間接経費の削減等の措置を講じること等が考えられる。 

また，文部科学省及び同省所管の独立行政法人の競争的資金の配分を受けている研究活

動において不正行為の疑いのある事案が発覚したにも関わらず，正当な理由なく調査が遅

れた場合についても，当該研究者が所属する研究機関への措置の発動が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                  
*6（Ⅰ）組織の管理責任の明確化 【各研究機関に対する管理責任の追及】 の箇所に記載した項目の再掲。 
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３．おわりに  

○ ガイドラインの見直しについては，ＴＦの中間取りまとめも踏まえ，早急に行う必要

があることから，文部科学省として,年度内にも新たなガイドラインを決定し，平成 26

年 4 月 1 日からこれに基づく体制をスタートさせることが望ましい。 

 

○ 見直し後のガイドラインの実効性を高めるためには，各研究機関の担当部局の教職員

や，研究活動の担い手である研究者をはじめとする関係者が,その内容を十分に理解し，

ガイドラインに基づいた対応を着実に行っていくことが重要である。 

その際，研究活動の不正行為を防止することが，研究者の自由な発想に基づく独創的

で多様な研究活動を推進する上で重要であるとの認識を，関係者の間で共有する必要が

ある。したがって，新たなガイドラインに基づき，各研究機関において規程・体制の整

備や研究倫理教育の強化を図る場合には，研究現場に対して過度の負担を強いたり，研

究者を萎縮させたりすることのないよう，十分留意することが重要である。 

 

○ また，文部科学省においては，新たなガイドラインが運用される前から，その趣旨や

概要のみならず，具体的な体制整備の在り方や研究機関・研究者本人が特に留意すべき

事項等についても，通知や同省ホームページ，関係機関の担当者を対象とした説明会な

ど様々な機会を捉えて，研究現場に対して幅広く周知を図ることが求められる。 

 

○  さらに，新たなガイドラインに基づき，各研究機関において必要な規程や体制の整備

も含め，適切な対応がとられているかどうかを確認するため，文部科学省において定期

的な調査を行うとともに，調査結果を踏まえて，必要に応じて各研究機関に対して，指

導・助言を行うことも重要である。 

 さらに，文部科学省による調査の結果等を踏まえ，ガイドライン自体も，今後必要に

応じて改善を図っていく必要がある。 

  

○  なお，本審議のまとめを踏まえた文部科学省のガイドラインの見直し等の検討成果に

ついては，関係府省にも共有し，政府を挙げて，研究活動の不正行為の防止と公正な研

究活動の推進に努めていくことが望まれる。 

 

 

 

 

 



公正な研究活動の推進に向けた
「研究活動の不正行為への対応のガイドライン」の見直し・運用改善について

（審議のまとめ）概要

○ 研究活動における不正行為は科学そのものに対する背信行為であり、
まずは、研究者自らの規律や大学等の各研究機関、研究者コミュニティの
自律に基づく自浄作用として対応すべきであるとの基本姿勢、不正行為の
定義（「捏造、改ざん及び盗用」）については現行ガイドラインを踏襲。
（定義の示し方は改善が必要）

○ その上で、タスクフォース中間取りまとめを踏まえ、従来、不正行為の防
止に係る対応が個々の研究者の自己規律と責任に委ねられている側面
が強かったことに鑑み、今後は、各研究機関が責任を持って不正行為の
防止に関わるよう、組織としての管理責任の明確化や不正行為の事前防
止を図る取組の推進を促すとともに、研究機関に対して国による適切な支
援を行うことが必要。

○ 各研究機関に対して必要な体制整備等を求める現行ガイドラインの第２
部を中心に、具体化・補完・再周知。

○ ガイドラインの対象とする不正行為の範囲を、「文部科学省及び同省所
管の独立行政法人の競争的資金を活用した研究活動の不正行為」のみ
ならず、「競争的資金の配分を受けていない、国内に所在する大学、短期
大学、高等専門学校、大学共同利用機関、文部科学省の直轄研究機関
及び同省所管の独立行政法人等における研究活動の不正行為」も追加。

平成25年9月に公表された「研究における不正行為・研究費の不正使用に
関するタスクフォース」中間取りまとめを踏まえ、ガイドラインの見直し・運用
改善や研究倫理教育の強化など、研究活動における不正行為の防止に向け
た方策の検討・実施が必要。

背 景

＜ガイドライン見直しの必要性＞
・ 文部科学省では、関係機関に対して、平成18年度に策定したガイドラインに基づく
厳格な対応を求めてきたが、依然として不正事案が後を絶たない。

・ 従来、研究活動の不正行為の防止が研究者個人の責任に委ねられている傾向にあっ
たことを踏まえ、今後は国による支援等も行い、各研究機関が責任を持って不正行為
に対応できるようにすることが必要（組織としての管理責任の明確化、不正を事前に防止する取組
の推進）。

・ 大学院生や研究者、研究支援人材の年齢・経歴の多様化など、我が国の研究現場の
実情に対応した、不正行為防止のための体制整備や研究倫理教育の強化が必要。

ガイドラインの見直し・運用改善に関する基本的な考え方

添付資料①



【組織としての責任体制の確立】
○各研究機関における規程・体制の整備及び公表

※責任者の役割・責任の範囲を明示した規程の整備、研究倫理教育責任者の設置も含む

○告発窓口の設置・周知 ※告発窓口の第三者への業務委託（学外の法律事務所等）もあり得る

【調査の迅速性・透明性・秘密保持の担保】
○各研究機関における調査期間の目安又は上限の設定
○調査等への第三者的視点の導入

※告発窓口の第三者への業務委託（学外の法律事務所等）、調査委員会に外部有識者を半数以上を入れる等

○告発者の秘密保持の徹底

【各研究機関に対する管理責任の追及】

○各研究機関に対する措置の発動（間接経費の削減）

研究現場（特に各研究機関の研究担当部局教職員、研究者）への周知徹底
各研究機関に対するガイドライン履行状況調査（年１回程度）の実施及
び調査結果に基づく指導・助言等（管理条件の付与も含む）

※赤字が新規事項
新たに盛り込むべき事項等（案）

（Ⅰ）組織の管理責任の明確化

【研究活動における不正行為を抑止する環境整備】
○各研究機関における一定期間の研究データの保存・公開の義務付け
○研究倫理教育の着実な実施

※各研究機関において、教員、研究者（共同研究を行う海外・民間企業からの出向者等含む）、研究支援人

材、学生、留学生等を対象に実施。ガイドラインで定義されている不正行為のほか、研究倫理に反する行
為（二重投稿や不適切なオーサーシップ等）、利益相反や守秘義務などへの理解も促進。

【不正事案の公開】
○ 研究活動における不正行為の疑いのある事案が発覚した場合の文部
科学省への報告 ※少なくとも本調査の要否が決定した段階で報告

○ 不正事案の一覧化公開

＜間接経費を削減する場合＞
・ 国による調査等の結果、体制不備が認められた研究機関や、文部科学省及び同省所管の
独法の競争的資金の配分を受けている研究活動において不正行為が認定された研究機関に
対して「管理条件」を付したが、履行が認められない場合
・ 文部科学省及び同省所管の独法の競争的資金の配分を受けている研究活動において不正
行為の疑いのある事案が発覚したにも関わらず、正当な理由なく調査が遅れた場合

（Ⅱ）不正を事前に防止する取組

（Ⅲ）国等による支援と監視

○各研究機関における調査体制への支援
※各研究機関において十分な調査を行える体制にない場合は、日本学術会議等と連携し、専門家の選定・派
遣等を検討。

○研究倫理教育プログラムの開発への支援
○新たなガイドラインに基づく各研究機関の履行状況調査の実施
○各研究機関に対する措置の発動（間接経費の削減）【再掲】

見直し後のガイドラインの実効性の向上に向けて
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「研究活動の不正行為への対応のガイドライン」の見直し・運用改善等に関する協力者会議の設置について

平成25年11月20日

科学技術・学術政策局長決定

1 趣旨

昨今、研究活動における不正事案が社会的に大きく取り上げられる事態となってい

ることを背景に、文部科学省では 「研究における不正行為・研究費の不正使用に関、

するタスクフォース （平成25年8月2日文部科学省決定、以下「ＴＦ」という ）を設」 。

置し、改めてこれまでの研究不正への対応についての総括を行い、今後講じるべき対

応策について集中的に検討を行った。ＴＦにおける議論を踏まえ、9月に公表された

中間取りまとめ（平成25年9月26日ＴＦ公表）では、研究における不正行為及び研究

費の不正使用を防止するための基本方針及び具体的方策などが示された。

今後、中間取りまとめで示された事項について、その実効性を高める観点から、大

学・研究機関における対応状況を踏まえつつ詳細な検討を行い、順次、実施に移して

いくこととしている。

この検討の一環として 「研究活動の不正行為への対応のガイドライン （平成18年、 」

8月8日科学技術・学術審議会研究活動の不正行為に関する特別委員会決定）について

も、各大学・研究機関における不正防止に向けた対応策の実効性を高めるため、内容

を見直し、運用改善を図ることが必要である。本検討に資するため、有識者による専

門的な観点から意見交換等を行う場として 「 研究活動の不正行為への対応のガイド、『

ライン』の見直し・運用改善等に関する協力者会議 （以下「協力者会議」という ）」 。

を設置する。

2 協力者会議において取り扱う事項

（1 「研究活動の不正行為への対応のガイドライン」の見直し・運用改善の在り方に）

ついて

（2）その他

3 実施方法

（1）別紙の者の協力を得て、上記2に掲げる事項について検討を行う。

（2）なお、必要に応じて別紙以外の者の協力を得ることができるものとする。

4 実施期間

平成25年11月20日から平成27年10月31日までとする。

5 その他

この協力者会議に関する庶務は、科学技術・学術政策局人材政策課人材政策推進室

において行う。
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「研究活動の不正行為への対応のガイドライン」の見直し・運用改善等に関する協力者会議 委員名簿

一井 眞比古 香川大学名誉教授、国立大学協会専務理事

市川 家國 信州大学医学部特任教授

大島 まり 東京大学大学院情報学環教授、東京大学生産技術研

究所教授

○ 金澤 一郎 国際医療福祉大学大学院長、元日本学術会議会長

小林 良彰 慶應義塾大学法学部教授

中村 征樹 大阪大学全学教育推進機構准教授

三木 浩一 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

南 砂 読売新聞東京本社編集局総務

○：主査

（50音順、敬称略、平成26年2月3日現在）


